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株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構（JICT）の在り方に関する検討会（第１回） 

議事要旨 

 

１． 日時 令和７年10月17日（金）11:00～12:00 

２． 場所 Web会議 

３． 出席者 

（構成員）坂野構成員、土居座長代理、野村構成員、三友座長  

※持永構成員より別途意見提出あり 

（オブザーバー）株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構（JICT） 

 

４. 議事要旨 

議事次第に沿って、開催要綱について確認した後、構成員による互選により座長、座長の

指名により座長代理の選出を行った。その後、事務局及び株式会社海外通信・放送・郵便事

業支援機構（JICT）から資料の説明を行い、各議題について意見交換を実施した。概要は以

下のとおり。 

 

【構成員の主な意見】 

〇パートナー企業のポートフォリオを広げていくためには、JICTを如何に周知するかが 

重要。 

〇規模の小さい中小企業、地方企業への支援を増やしていくためにはICTサービスへの注力

も必要。 

〇総務省の地方枠など調査・実証事業や官民プラットフォームといった施策とJICTによる

支援を組み合わせ、日本企業の海外展開を一気通貫で支援していくことが有効。 

〇データセンター需要が増えていく一方、一部ではデータセンターバブルへの懸念の声も

ある。需要動向、需要リスクへの注意が必要。 

〇民間に任せられるところはしっかり民間に任せながらも、政府が官民ファンドを通じて

出資という形で事業に関与する意義を見つめ直す必要がある。 

〇事業の成功の鍵は、官民ファンドと共同で事業に参画する民間企業のコミットメント。 

他の官民ファンドでは民間企業のコミットメントが不十分であり、官民ファンドにその

しわ寄せが来てしまった事例もある。 

〇損益状況が改善し当初の投資計画の水準に戻りつつあることを評価。今後も引き続きこ

の傾向を維持して経営していただきたい。 

〇JICTの投資案件において、民間企業がしっかりコミットし事業が適切に運営されている

ということであれば、JICTの設置期限の延長もあり得る。 

〇成果が上がってきた時には、国民の共有財産を原資とする産業投資によって得た収益に

関しては、国にしっかり返していただくことを約束して欲しい。 
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〇財務状況が回復し２年連続の単年度黒字を達成しており経営努力に敬意を表する。 

今後の在り方を積極的に考えられる状況。 

〇各省所管の官民ファンドが複数ある中で、財務省の審議会では官民ファンドの統合も 

あり得るのではないかという議論が出たこともある。総務省所管の現在の組織を維持す

るのであれば、どのようにその強みを活かしていくべきか。 

〇官民ファンドには政策性と収益性の両立が求められる中、収益性の観点から通信分野に

おける支援が多くなるのは理解しつつも、政策性の観点から放送分野や郵便分野におい

てもできることはないか考えるべき。 

〇デジタルインフラは成長分野であり、特に注力すべき分野。 

〇防衛力強化に係る政策動向を踏まえても、JICTの投資分野に係る重要性が増していくと

考えられ、JICTが今後果たすべき役割は非常に大きいのではないか。 

〇今後注力すべき分野等を考えれば、リスク管理の観点も踏まえJICTの体制を強化してい

くという前提で、設置期限を延長した方が良いと考える。 

〇地方企業や中小企業といった政策性は大きいが収益性はそれ程見込めない事業者への 

支援にも配慮いただきたい。 

〇日本はこれまでデジタルインフラに注力し優位性を示してきたが、世の中の関心は上位

レイヤーにシフトしてきており、このシフトに対してJICTがどのように対応できるかと

いうのは論点の１つ。 

〇JICTの投資の実績、成果が見えにくいという問題がまだまだあると思う。 

〇放送・郵便分野に関しては、産業としては厳しい状況にあるが、JICTの投資分野に含まれ

ており、放送・郵便事業を営む民間出資者も存在。当該民間出資者の期待を維持できるよ

うな事業展開ができるかについても配慮が必要。 

〇スタートアップや地方企業のビジネスの海外展開も非常に重要。 

〇外交・防衛、経済安全保障の観点から戦略的意義を有するかも重要な論点。 

〇産業振興や市場開拓といった戦略的な目標の設定を案件毎に設定することが重要。 

 


